
地域における介護予防の実態調査に向けて
市民シンクタンクひと・まち社 代表理事　工藤春代

特定非営利活動法人　市民シンクタンクひと・まち社

特定非営利活動法人 市民シンクタンクひと・まち社
〒 160-0021 新宿区歌舞伎町 2-19-13　ＡＳＫ ビル 601
TEL 03-3204-4342   FAX  03-6457-6202
E-mail npo@hitomachi.org  URL：http//www.hitomachi.org
郵便振替口座  00170-6-410791  市民シンクタンクひと・まち社

2014 年 12 月 5 日発行（季刊）

Contents
Ｐ２   「要町あさやけ子ども食堂」で    
　　　ワイワイがやがやみんなでごはん

Ｐ４　・見学 と内部研修の報告No.48

「介護保険制度改正に伴う自治体調査」の実施
「介護の社会化」を目的に 2000 年に介護保険サー

ビスが始まり、2006 年に「介護予防制度」が導入さ
れました。2014 年の改正では、介護給付の「予防訪
問介護・予防通所介護」が給付対象外となり、介護
予防事業は地域支援事業に再編され新しい総合事業
に移行します。そして、新総合事業を適切かつ有効に
実施するための基本的な事項の一つとして、「予防給
付の見直しと生活支援サービスの充実」があります。
その体制を整えるために既存の事業所に加えて NPO
や元気な高齢者も含めた地域のボランティアが介護予
防や生活支援などの担い手として想定されています。
しかし、これまで介護保険制度により要支援「１・２」
の認定を受け専門職による介護予防給付を受けてい
た人が、これまでと同様のサービスが受けられるのか、
必要な支援が高齢者に届くかどうかは、自治体によっ
て財源や地域資源に違いがあり不安が残ります。

市民シンクタンクひと・まち社は、2006 年～ 2009
年に市民団体とともに高齢者の経年変化を追った 3
年間の「介護予防・自立支援に関する高齢者実態調査」
を実施してきました。今回も新制度による地域サービ
スの実態を把握する調査が必要と考え、今年度は現
状把握の調査を企画しています。そこで「介護保険制
度改正に伴う自治体調査」に合流し、アビリティクラ
ブたすけあい、東京・生活者ネットワーク、市民シンク
タンクひと・まち社の共同調査を実施しています。
高齢者施策と介護予防事業の現状

調査の内容は、2013 年度決算時の一般高齢者施
策と介護保険事業、新しい総合事業の進め方の大き
くは 2 点です。各自治体は制度改正の準備に忙しく、

「新しい総合事業」について公表の時期ではないため、
回答が難しいという自治体もありましたが、多くの自治
体から回答を得ることができました。

新しい総合事業は、介護予防サービスの担い手づ
くりや地域資源を活用することが想定され地域づくり
にもつながることから、計画策定までの市民の視点・
市民参画の必要性をアピールするためにも今回の調査
を活用しています。利用者の視点としては、対象者把
握のための基本チェックリストが適切に活用されるの
か危惧されるところです。自治体は、二次予防事業の
参加に結び付かない現状を課題ととらえていました。
地域づくりやネットワーク作りなどの要となる生活支援
コーディネーターなどは「検討中」のため明確な回答
は得られませんでした。
今後の調査に向けて

ひと・まち社では「地域における介護予防の実態調
査」に先立ち、都内 23 区 26 市の決算書から 2012
年度決算ベース一般高齢者施策の地域交流・参加型
の事業費を調査しています。この費用が今後、地域に
おける介護予防につながるようなお金の流れになるの
か知るための基礎資料とします。今年は自治体施策の
現況を知るための調査とし、来年度は介護予防・日常
生活支援事業の利用者や担い手が実際にどのように
動いているか、新しいしくみが機能しているかどうか
を知るための継続調査を予定しています。

この調査は皆様の寄附を元に行います。住み慣れ
た地域で暮らし続けることができる
よう、市民活動を推進するような提
案づくりのためにも、ご寄付のご協
力をお願い致します。


